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担当係

根拠法令・個別計画

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

内容

（手段）

実施・運営方法

※費用合計に占める

経費の内訳(割合)

社会福祉法、小牧市社会福祉関係団体等育成費補助金交付要領

3

担当課

1

保健福祉

福祉課

社会福祉係

41

平成３０年度以降

地域福祉

事業類型 一般

地域を支える組織と連携し、　地域福祉活動を推進する

1

地域福祉活動の推進に向け、その中心的役割を果たす社会福祉協議会をはじめとする団

体の活動を支援する。

社会福祉協議会、保護司会、更生保護女性会、遺族会、献血推進協力会の運営費の一部

を助成するとともに各団体が実施する事業に際し、事務局として会場予約等事前の調整を

行うとともに会議やイベント等に参加した。

また、原爆被害者が広島や長崎で検診を受ける際の費用を補助した。

〔直接経費の内訳〕

社会福祉協議会補助金　　　29,590千円

助成 99

総合計画

分野別計画

予算区分

担当部事務事業名 福祉団体等助成事業

会計区分

平成１２年度以前 ～事業期間

事業番号 109

平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート

健康福祉部
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要要要要

直接実施・

運営

1 委託 0

一般会計

単位

千円

人

千円

人

千円

千円

％

千円

千円

千円

Ｈ24予算額

31,207

0.01

53

98.6

Ｈ23決算額

31,627

Ｈ22決算額

0

00

0

0.010.01

ココココ

　　　　

　　　　

スススス

　　　　

　　　　

トトトト

財

源

その他職員

0.01

（手段）

従事者数

Ｈ21決算額

一般財源

国・県支出金

対前年比

その他財源

人件費

0

69,439

社会福祉協議会補助金　　　29,590千円

保護司補助金　　　　　　　　　     800千円

遺族会補助金　　　　　　　　　     877千円

献血推進協力会補助金　　　　  100千円

原爆被害者検診補助金             60千円

更生保護女性会補助金　　　　　200千円

費用合計

69,386

53

0.00

受益者負担なし

従事者数

人件費

費

用

直接経費

正職員

33,322

0

受益者負担

33,269

0

33,322

47.9

0

0

0

31,260

31,680

95.0

31,680

0.00

0

5353

0.00

69,439

0.00

0

31,260



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

単位

目標

実績

目標

実績

H24

5

件

社会福祉協議会をはじめ５団体に対し、運営費の一部を補助することで、各種団体の

活動を支援するとともに、原爆被爆者が長崎で検診を受ける際の費用を補助し、負担

軽減を図った。なお、社会福祉協議会の人件費に対する補助については、負担割合

などの見直しを行った。

5 5
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成果指標名

助成件数（団体）
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達成状況
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H22

109事業番号

平平平平

成成成成

２２２２

３３３３

年年年年

各団体の主体的な地域福祉活動の展開を縮小させることとなり、地域福祉活動の停

滞につながる。

事業を縮小・

廃止したときの

影響

事事事事

業業業業

のののの

自自自自

己己己己

評評評評

価価価価

今今今今

後後後後

のののの

事事事事

業業業業

のののの

方方方方

向向向向

性性性性

現状維持

判定理由

一次評価のとおり。

改善案等

二二二二

次次次次

評評評評

価価価価

方向性の判定

現状維持

判　定　理　由

各団体間の連携等に配慮しつつ、地域福祉活動活性化のため支援を行う。

年年年年

度度度度

のののの

実実実実

施施施施

結結結結

果果果果

事業実施におけ

る課題等

各団体の活性化となる支援を行う必要がある。

福祉を取り巻く環境やニーズは多様化しており、行政だけでは、その需要に対応する

ことはできず、福祉関係団体の活動の活性化は不可欠である。よって引き続き支援を

行うこととする。

方向性の判定


